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貧困率および所得分布に基づく世界各国の貧困実態の検証

鈴木孝弘

田辺和俊

本稿では、貧困率と所得分布のデータを用い、各国の貧困実態やその動向を比較検証した。世界

177カ国についてOECDの定義に基づく貧困率の1990～2012年のデータを国連、世界銀行、OECD

等のホームページから入手した。最近の貧困率により177カ国を低貧困国・中貧困国・高貧困国・

最貧困国に分類し、それぞれに属する国の貧困率の経年変化を所得分布に基づいて分析した。貧困

率13.5％以下の低貧困国44カ国には北欧や西欧の諸国が多いこと、貧困率13.5～25％の中貧困国44

カ国には日本を含むアジアと東欧の国々が多いこと、貧困率25～40％の高貧困国44カ国には中南米

諸国が多いこと、貧困率40%以上の最貧困国45カ国にはアフリカの国々が多いことから、貧困率と

世界地域には密接な関連があることが分かった。また、これら各国の貧困率と各種の指標との相関

について解析した結果、国民l人当たりのGDP(GpC)が大きい国ほど貧困率は低いが、政府の

統治能力を表す指標もGpCと同程度の相関を示し、貧困問題の解決には経済政策だけでなく、政

治能力も重要であることが判明した。

keywords:貧困率、貧困実態、所得分布、GDPpercapita、WorldGovernanceindicator、緯度
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の2種類の定義がある（貧困率の様々な定義につ

いて溝口(1997)が詳しい)。「絶対的貧困率」は、

必要最低限の生活水準を維持するための所得以~l､‐

の国民を貧困層と定義するものであり、1日の所

得がl米ドル以下の層とする世界銀行(WB)の

定義が最も一般的である。しかし、近年では絶対

的貧困層は世界各国で急減しており、経済施策の

指標としては重要性を失いつつある。一方、上記

のOECDや厚労省発表の貧困率は｢相対的貧困率」

であり、人間としてその社会で認められる生活水

準以下の層を貧困層と定義する。以前の日本では

生活保護枇帯の基準で相対的貧困率を算出してい

た（生活保護埜準方式による貧困率推計について

は藤澤(2005)、橘木･浦川(2006)、室住(2006)

等、多数のレビューがある)。しかし、生活保護

基準は家族の人数や年齢、居住地などによって異

なる非常に複雑な計算式で算出される（山田他

2008,2010)。そのため、近年は計算が簡便で、国

際比較が可能なOECDの貧困率がよく用いられ

る。OECDによる相対的貧困率（本稿では以下、

貧困率と略記）は、世帯の可処分所得を世帯人数

の平方根で割った等価可処分所得が全枇帯人数の

等価可処分所得の中央値の半分（貧困線）以下の
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lはじめに

日本は1990年代以降､市場経済のグローバル化、

世界的な景気後退､少子高齢化の進行などにより、

デフレが進み、所得が低下する傾向にある◎最近

では年金、福祉や医療保険制度など社会保障制度

のあり方について国民的な関心が高まっている｡

2008年、経済協力開発機構(OECD)は、2000年

代半ばの日本の貧困率がメキシコ、トルコ、米国

に次ぐワースト4位であると公表したが、この

内容は国内に大きな議論を巻き起こした(OECD

2008)。厚生労働省は2009年の貧困率が最悪の水

準の16.0%になり、また、2011年ll月、全国の生

活保護受給者が60年ぶりに過去最多を更新したと

発表した。ごく最近では生活保護法の改正議論に

関連して、貧困率が再び注目されている。

貧困率には､｢絶対的貧困率」と「相対的貧困率」

－45－
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世帯人数の割合と定義する(F6rsterandd'Ercole

2005,2009)。

貧困率を用いて貧困実態を分析した先行研究に

は一国の貧困率の経年変化を解析した研究は数多

いが、世界の多数国の貧困実態を検証した先行研

究は少ない。例えば、溝u･松田(1997)はア

ジア諸国、西崎他(1998)はOECD17カ国、太

田(2006)は日本を含むOECD諸国の貧困率を

測定、分析している。Salih(1999)はアジア・

アフリカ53カ国、Bezemer(2006)は東欧等27力

|玉I、Ibrahim(2010)はアジア・アフリカ40カ国、

Santos-Paulino(2012)は途上国25カ国を対象と

している。このように、先行研究の対象はいずれ

も限定的であり、先進国および途上国の双方を包

含する世界中の多数の国の貧困率の測定、貧困実

態の解明を行った研究は見当たらない。

そこで、本稿では世界177カ国についてOECD

の定義に基づく貧困率の1990～2012年のデータを

入手し、最近の貧困率により177カ国を低貧困国・

中貧困国・高貧困国・最貧困国に分類し、それぞ

れに属する国の貧困率の経年変化について所得分

布に基づいての分析・評価を試みた。

2各国の貧困率とその推移

世界各国の貧困実態を貧困率および所得分布に

基づいて比較検証するためには、それらのデータ

が同じ基準で収集されている必要がある。本稿

では、できるだけ多数の国についての貧困実態

を分析するために、世界177カ国についてOECD

の定義に基づく貧困率の1990～2012年のデータ

を国連、WB、OECD等のホームページから入手

した。また、所得分布のデータはEuromonitor

International社刊行のWorldConsumerlncome

andExpenditurePatterns(書名は年次により異

なる）のデータを用いた。このデータ集には世界

71カ国について家計の可処分所得に基づく所得分

布のデータが収録されている。所得分布のデー

タは枇帯数10分位(decile)階級別可処分所得が

収録されているため、このデータから所得分布

密度を計算して貧困実態の検証に用いた。ただ

し、このデータ集にはデータ源が明記されていな

いので、データの信頼度に問題がある~ﾛ1~能性はあ

る。世界各国の所得データの精度・信頼度につい

ては多くの問題′点があり、国際比較には様々な困

難があることが指摘されている（橘木1998、太田

2000)。しかし、広範囲の国について所得分布の

データが収録されているものとしてはこのデータ

集しか得られないため、本稿ではこのデータを採

用した。

そのデータのうち、代表的な15カ国の貧困率の

値の推移をFig.1に示す◎アゼルバイジャンや

コロンビア等の幾つかの国では年とともに貧困率

が大きく変化するが、大多数の国は貧困率の変化

がほとんど見られない。すなわち、貧困率PRを

年Yについての一次関数：

PR=fzY+c (1)

で近似する線形時系列回帰分析を行うと、危険

率1%で一次の係数αが有意と判定される国は全

177カ国中の38カ国にすぎない。その内、減少傾

向が判定される国が34カ国、増大傾向が判定され

る国が4カ国である。この点は、前報（鈴木・川

辺2012)で解析したジニ係数を用いた所得格差

の場合とは大きな違いである。すなわち、所得格

差については、ほとんどの国においてジニ係数の

増大傾向が認められ、格差が拡大している。した

がって、これらの結果から、世界中の大多数の国

で近年、所得格差が拡大している原因が、貧困層

の増加によるものではなく（177カ国中のわずか

4カ国)、富裕層の増加による国が大半であると

いえる。

世界177カ国の中で貧困率の減少傾向が最大の

アゼルバイジャンと、増加傾向が競大のナイジェ

リアについて所得分布の年次変化をFig.2に示

す。1995年から2009年になると、アゼルバイジャ

ンの所得分布は低所得層（すなわち貧困層）の比

重が減少し、したがって、貧困率が減少するが、

ナイジェリアの所得分布は低所得層の比重が増加

し、したがって、貧困率が増加することが理解で

きる。

3貧困率グループごとの特徴

世界177カ国の貧困率は､最低貧困国の台湾（貧

困率l.5%)から最高貧困国のナイジェリア（貧

困率70％）まで、脚により大きな差がある。そこ

－46－
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最貧国(LDC、リストはUnitedNations2013参

照）に属する国は対応していない。これは、国連

のLDCは貧困率以外の3つの要因（一人当たり

の国民総所得、経済的脆弱性、人的資源）で定義

されているからである＠以下､Tablelの4グルー

プごとに、特徴的な国の貧困実態を所得分布に基

づいて分析する。

で、Tablelに示すように最近の貧困率によって

177カ国を低貧困国・中貧困国・高貧困国・最貧

困国の4群に分類した｡この分類は便宜的なもの

であり、境界の貧困率13.5，25，40%の数値に理

論的な根拠はない。ここでは所属する国の数がで

きるだけ揃うように境界値を設定した。Tablel

にみるように、この4群の内の最貧国と、国連の

－47－
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Tablel.Classificationofl77countriesbasedonthepovertyrates

LeastpoorcountriesMiddlepoorcoLmiriesHighlypoorcountries

O＜PR＜13．513．5＜PR＜2525＜PR＜40

Poorestcountries

40＜PR＜lOO

Asia 11 14 16 1
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１
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２
１
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ｕ
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２

Am釘ica

NorthemAmerica

Caribbean

CentralAmerica

SouthAmerica
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3

1

１
３
１
２

３
２
７

２
５
２I

Oce8nia I 5 3

Tbtal 44 “44 45

LDC 5 9 30

PR:poveltylar,LDC:leastdevelopedcountriesdefinedbyUnitedNations

（1）低貧困国群

貧困率13.5%以下の低貧困国群44カ国には

Tablelのように、欧州諸国がその大半の25カ国

を占め、特に北欧8カ国、西欧と南欧各6カ国が

含まれるのが特徴である（ソ連が崩壊し、EUが

拡大した現在では東欧・西欧・南欧・北欧の分類

は適切ではないが、本稿では歴史的な国家体制の

影響をみるために、国連の分類に基づいて解析す

る)。これに対して、前報（鈴木・田辺2012)で

解析したジニ係数を用いた所得格差では､チェコ、

ハンガリー、ルーマニア等の東欧10カ国が低格差

国グループ21カ国の半数近くを占め、特にスロベ

ニアとスロバキアが世界71カ国中でジニ係数最下

位と第2位を占めている。これら東欧諸国では社

会主義体制崩壊から20年近く経っているにもかか

わらず、所得格差の低さが未だ残存している。同

じ所得格差の指標であるジニ係数と本稿の貧困率

とでこのような所属国に違いが出た原因について

は後程考察する。

この低貧困国群に北欧・西欧等の欧州諸国が多

いことはジニ係数の場合と一致しているが、アジ

ア諸国の状況は異なる。アジア11カ国がこのグ

ループに含まれ､特に台湾（貧困率1.5%)とマレー

シア（貧困率1.7%)の2国が世界177カ国中の貧

困率最下位と第2位を占めている。しかし、台湾

のジニ係数は33.4で低い方から45位、マレーシア

は449で137位である。このことは、これらのア

ジア諸国は、貧困層の比率は低いが、富裕層の比

率が高く、格差が大きいことを示している。貧困

率最低の台湾とジニ係数最低のスロベニア（貧困

率は13.6で47位）の所得分布をFig.3に示す。ス

ロベニアは分布が中間層に集中しているため、ジ

ニ係数が低いが、台湾は低所得層から富裕層まで

広がりが大きく、したがってジニ係数が高いこと

が理解できる。

（2）中貧困国群

貧困率13.5～25%の中貧困国群44カ国にはアジ

アと東欧・南欧の国々が多いこと、および日本、

米国、ドイツ、中国等、世界の主要国が含まれて

－48－
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いることが特徴である。日本の貧困率については、

前記のように、2000年代半ばの日本がメキシコ、

トルコ、米国に次ぐ．ワースト4位であるとした

OECDの報告書は国内に大きな議論を巻き起こし

た(OECD2008)。しかし、貧困率計算の基にな

る所得調査によって貧困率が大きく異なることが

指摘されている（田辺・鈴木2013)。日本の政府

統計の中で貧困率を公表している所得調査は「国

民生活基礎調査」と「全国消費実態調査」がある

が、WBや国連等のホームページに収録されてい

る日本の貧困率は前者の数伯である。OECDの数

値も前者に基づいており、OECDの対日経済審査

報告も前者の数値が貧困実態に近い姿を捉えてい

ると評価している(OECD2006)｡

しかし、Fig.4に示すように、後者の貧困率は

前者より約6％ポイント低〈、両者の数値には大

きな乖離がある。内閣府は年次経済財政報告等で

両方の所得調査からの貧困率を併記し、その数値

の乖離の原因として統計調査による標本数や抽出

方法の違いを挙げているが、どちらの貧困率が実

態により近いかについては触れていない（内閣府

2006)。しかし、筆者らは最近、後者の所得調査

の方が実態をよく表していることを見出した（田

辺・鈴木2013)。OECDが後者の数値を採用して

いれば、R本の順位はワースト15位でドイツや英

国と同程度になり、問題にはならなかったと思わ

れる。

米国の所得格差については､2011年9月､ニュー

ヨークで発生したウォール街占拠運動は全米各地

だけでなく、欧州をはじめ世界中に飛び火した。

参加者たちのスローガン"Wearethe99%"は米

国において上位1%の富裕層が所有する資産が増

加し続けている状況を表している。日本と米国の

所得分布をFig.5に示す。日本（貧困率15.7、ジ

ニ係数31.4)と比べて、米国（貧困率15.1、ジニ

係数42.3）の分布は貧困層の比率が非常に高く、

かつ､高所得層側に長い裾を引いていることから、

ジニ係数がH本より大きいことが理解できる｡

この中貧困国群には中国、ウガンダ、コスタリ

カ、チリ、ブラジル等、ジニ係数の大きい高格差

国が含まれている。これら高格差国は貧困層以上

に富裕層の比率が高いことがジニ係数を押し上

げている。中国については、前報（鈴木・田辺

2012)でジニ係数の急増が枇界1位であることを

分析したが、Fig.6に示すように、ジニ係数も

貧困率も急激に増大している。中国の所得分布は

Fig.7に示すように、1990年には中間層に集中し

ていたが、2009年には貧困層の比率が蛎加して貧

困層と中間層との二極化が生じ、さらに高所得層

側に長い裾を引いている。したがって、中国のジ

－49 －
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ミビア、ボツワナ、南アフリカ等のアフリカ諸国、

およびパナマ、エクアドル、ペルー、パラグアイ、

コロンビア等の中南米諸国はジニ係数が最大級で

ある。

南アフリカ（貧困率31.3、ジニ係数62）と、ジ

ニ係数は近いが貧困率が大きく異なるチリ（貧困

率14.4､ジニ係数53.3)の所得分布をFig.8に示す。

チリと比べて、南アフリカの所得分布は極貧層の

比率がきわめて大きいため、貧困率が大きくなる

二係数の急増は国家的市場経済の普及に起因する

貧困層と富裕層の増加によると理解できる。

（3）高貧困国群

貧困率25～40％の高貧困国群44カ国にはアジ

ア、中南米、アフリカの国々が多いが、欧州はコ

ソボとマケドニアの2カ国のみであることが特徴

である。アジア諸国は16カ国も含まれるが、ジニ

係数が他の地域より低い国が多いのに対して、ナ

－50－
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ことが理解できる。

間には相関が低いことを示した。そこで、両方の

データがある169カ国について相関図をFig.10に

示す。両者の相関係数は0.539であり、危険率l%

で有意と判定される。

したがって、世界各国の貧困率とジニ係数とは

相関があるが､図のようにバラツキが大きいので。

その他の要因も関係していると考えられる。これ

は、貧困率が各国の貧困線以下の貧困層の比率を

表わしているが、ジニ係数は貧困層から富裕層に

至る全所得階級を通しての格差を示す指標である

ことから明らかである。したがって、ジニ係数だ

けでは格差の原因が貧困層の重みによるものか、

富裕層の重みによるものかは結論できず、格差の

原因を解明するためには、ジニ係数と貧困率の両

者を解析し、さらに所得分布に基づいて分析する

ことが不可欠であるといえる。

次に、世界各国の貧困率に及ぼす要因を探るた

めに貧困率と各種の指標との相関について解析し

た。第1は貧困率と国内総生産(GDP)との関

係である。経済発展段階では、先進国の多くにお

いては社会保障の整備が進むため、貧困層の減少

が見られる。一方、途上国においては所得が国内

の一部の富裕層に集中し、貧困率が拡大する傾向

にある。そのため、貧困率とGDPとは相関があ

（4）最貧困国群

貧困率40%以上の高貧困国群45カ国にはアフリ

カの国が35カ国も含まれ、しかもそれらはジニ係

数も50以上と高い国が多いのが特徴である。また、

これまでの3グループでは年とともに貧困率が減

少傾向を示す国が多いのに対し、このグループで

は減少傾向を示す国はわずか6カ国であり、逆に

前記のナイジエリアのように貧困率が増加傾向を

示す国が4カ国あることも他のグループとは明白

に異なる特徴である。したがって、この最貧国群

に属する国では貧困層の拡大を原因とする格差の

拡大が進行中であるといえる。

全177カ国中で貧困率最大のナイジェリア（貧

困率70、ジニ係数44.9)と、ジニ係数は近いが貧

困率が大きく異なるチリ（貧困率14.4、ジニ係数

53.3)の所得分布をFig.9に示す。チリと比べて、

ナイジェリアの所得分布は貧困層の比率がきわめ

て大きいため、貧困率が非常に大きくなることが

理解できる。

4貧困率と各種指標との相関

ここまで世界177カ国の貧困実態を4グループ

ごとに分析し、多くの国で貧困率とジニ係数との

-51-
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るとされている。

そこで、本稿で用いた世界177カ国についての

貧困率とGDPとの相関を調べると、相関係数は

低く、有意の相関は判定できない。しかし、国民

1人当たりのGDP(GpC)の対数との相関を調

べるとFig.llのようになる。相関係数は-0.717

で、危険率1%で有意と判定されるので、国民l

人当たりのGDPが大きい国ほど格差は小さいと

いえる。

さらに、貧困率とその国の政府の統治能力との

相関を解析した。統治能力を表す指標としては

様々な機関から種々の指標が提案されているが、

本稿では信頼性が最も高いと思われる指標として

WorldGovernanceIndicator(WGI)を取り上げ

た。この指標はWBが発表している指数であり、

政府の統治能力が高い国は数値が大きく、アフリ

カ等のように統治能力が低い国は数値が小さい。

このWGI指標と貧困率の相関はFig.12のように

なり、相関係数が-0.599で、危険率1%で有意

と判定される。したがって、統治能力が高い国ほ

ど貧困率は低く、また、この相関係数の大きさが

GpCと同程度であることから、貧困問題の解決

には経済政策だけでなく、政治能力も重要である

といえる。
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上記のように､世界177カ国の貧困率を4グルー

プごとに分析し、貧困率と世界地域との相関がか

なり高いことを見出した。そこで、世界地域を表

わす指標として国の緯度を取り上げ、貧困率との

相関を調べた。なぜなら、地球上の温帯地域には

貧困率が低い先進国が多いのに対し、熱帯地域に
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は貧困率の高い途上国が多いという、いわゆる南

北問題が存在するからである。貧困率と緯度との

相関図はFig.13のようになり、相関係数が-0.658

で､危険率1％で有意と判定される。したがって、

緯度が低い熱帯地域の国は貧困率が高く、国家の

貧困には地理的要因が関係しているといえる｡た

だし◎図に見るように低緯度のグループでは貧困

率のばらつきが非常に大きいので。緯度以外の要

因も貧困率に寄与していると考えられる。

5結論

本稿では、世界177カ国の貧困率の1990～2012

年のデータを用い､177カ国を低貧困国･中貧困国・

高貧困国・最貧困国に分類し、それぞれに属する

国の貧困実態を所得分布に基づいて分析した。貧

困率13.5%以下の低貧困国グループには北欧や西

欧の諸国が多いこと、一方、貧困率40％以上の最

貧困国グループにはアフリカの国々が多いことか

ら、貧困率と世界地域には密接な関連があること

が分かった。また､国民l人当たりのGDP(GpC)

が大きい国ほど貧困率は低いが、政府の安定性も

GpCと同程度の相関があり、貧困問題の解決に

は経済政策だけでなく、政治能力も重要であるこ

とが判明した。さらに、各国の貧困率とその国の

緯度との間には有意の相関があることから、貧困

には地理的要因が関係していることが分かった。

世界の不平等の原因については、「地理説」「文化

説｣｢遺伝説｣｢無知説｣｢制度説」等、幾つかの理論

がある(Acemoglu&Robinson2012)･本稿の貧

困率とGpC及びWGIとの高相関は「制度説｣、ま

た緯度との高相関は「地理説」を支持しているよ

うにみえる。筆者らはこの問題に関して、様々な

データを用いて世界各国の貧困率の決定要因の解

析を試み、貧困原因の解明に挑みたいと考えてい

る。
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